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津波被災地域における地域産業の復興課題 

東日本大震災前後の大槌町における地域過程を事例として 

 

野坂 真 

 

 

１．はじめに 

 

本稿では、三つのことを行う。第一に、東日本大震災の津波被災地における現在の復興

課題の把握、第二に、そうした復興課題が生じてきた背景の考察である。「災害は潜在的

社会変化を顕在化し、この変化を加速する役割を持つ」と広瀬（1981）が述べているよう

に、災害後の復興課題とその背景を把握するためには、被災地における災害過程を、災害

以前から続く地域構造の変化の過程と接続しながら捉えていく必要がある。そこで、東日

本大震災の津波被災地における災害前後の過程を整理しながら、現在の復興課題の把握と

その背景の把握を行う。そして第三に、背景の考察を通じ、東日本大震災の津波被災地域

の多くが当てはまる過疎地域における災害復興を考える上で重要となる視点を示す。 

復興課題を把握・検証するさいには、特に地域産業の推移に注目する。日本では、1950

年代から 1970 年代までの高度経済成長期の中で、国民の動物性蛋白資源の確保を水産業1

に求める国策が取られていった。北海道以北の豊かな漁場に近く、船の停泊に適した波の

穏やかな湾を多く持つ宮城県北部沿岸から岩手県沿岸にかけ、漁船の停泊基地・漁業者の

居住地となることが見込まれた。しかし、これらの地域は、平地が少ないという地理的特

徴を持っている。そこで、拠点となる港を持つ地方都市部を中心に、海岸部の埋め立てや

山林地帯の開拓が、行政主導で行われていった。しかし、排他的経済水域（EEZ）をそれ

までの３海里ないし 12 海里から 200 海里に拡大する条文が、1982 年に国際海洋法条約の

中で確立したことにより、北海道以北の漁場での漁（北洋漁業）は、急激に衰退していく。

こうした中で、東日本大震災の前までには、宮城県北部沿岸から岩手県沿岸にかけ、高齢

化が進む地域となっており（図１）、地域発展の戦略も、それまでとは大きく変えざるを

得なくなっていた。このように、東日本大震災の津波被災地の多くは、水産業（後述する

ように、地域産業の一つである）における状況の変化にともない、地域発展の方向性を大

きく転換してきた地域といえる。こうした地域の転換の過程が、震災後の復興過程にどの

ような影響を与えているのであろうか。 

本稿では、岩手県大槌町を事例に、東日本大震災の津波被災地における災害過程を整理

する。大槌町（特に安渡地区）は、水産業における状況の変化にともない地域発展の方向

性を転換してきた典型的な地域であると同時に、東日本大震災において最も大きな被害を

受けた地域の一つである。本稿の研究課題を考える上で、非常に重要な地域といえる。ち

                                                  
1 本稿における水産業とは、漁業および食品加工業を中心としつつ、観光業なども含んだ

産業連関を念頭に置いた広義の水産業である。 
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なみに、現時点で、岩手県・宮城県の沿岸地域における水産業集積地域の中で、大槌町安

渡地区は表１のように位置づけられると考えている。水産業関連の経営体の規模の大きさ

で見たときに、大槌町安渡地区は、より規模が大きい気仙沼市南気仙沼地区・鹿折地区や

石巻市市街地、反対により規模が小さい大槌町吉里吉里地区との中間に位置する。今後の

研究においては、大槌町安渡地区で起こっていることを踏まえながら、その上下に位置す

る地域の課題を見やすくしていくことを目指す。 

 

 

図１ 宮城県・岩手県の各市町村における高齢者比率（左図宮城県、右図岩手県） 

出典：平成 22 年国勢調査「岩手県、宮城県及び福島県の概要」から宮城県・岩手県部分を

抜粋 

 

表１ 津波被災地域における大槌町安渡地区の本稿での位置づけ 

地域の例 

 

類型化の 

基準 

宮城県石巻市（市

街地2） 

宮城県気仙沼市

鹿折地区・南気

仙沼地区 

岩手県大槌町安

渡地区 

岩手県大槌町吉

里吉里地区 

水産業関連経営

体の平均的規模 

非常に大きい 大きい 小さい 非常に小さい 

 

 

 
                                                  
2 1967 年～2005 年に存在した旧石巻市の範囲。 
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２．過疎地域における災害復興を考える視点 

 

先に見たように、東日本大震災における津波被災地の多くは、高齢化が進み、かつての

地域内の基幹産業が衰退している過疎地域である。そこで本節では、先行研究を基に、過

疎地域における災害復興を考える上で重要となる視点を整理する。この視点については、

野坂（2012）で詳述しているので、本稿では簡単に述べるにとどめる。 

 

（１）過疎地域の特性と課題 

まず、過疎地域の特性を整理した上で、そこで課題となることを検討する。日本では過

疎地域の特性および課題をめぐる議論では、主に二つの立場が取られてきた。 

第一に、過疎地域は人口減少・高齢化・経済活動の停滞・社会生活の困難化が相互に連

関して発生しており、消滅しかけている地域であるという立場である。これは、1960 年代

以降、国が過疎地域の振興策を考える上で基本的な考え方となってきた。その背景には、

戦後日本ではそのほとんどの時期において3、人口および産業の集積と商工業化により、地

域での経済発展を継続することで、地域社会を持続可能にしていく地域政策の方針が取ら

れてきたことがある（松永 2012: 28-31）。言い換えれば、人口および産業の集積と商工業

化による経済発展が望めない地域では、地域社会の維持が困難になると考えられていたの

である。実際、1967 年における経済社会発展計画の内容検討や経済審議会地域部会での検

討結果を受け、渡辺（1967）は、過疎概念を次のようにまとめている。過疎には人口論的

過疎と地域論的過疎（＝経済的過疎、社会的過疎）という二つ（もしくは三つ）の側面が

ある。人口論的過疎とは、若者が地域外へ流出した後、人口構成の高齢化にともなって生

じる出生力の低下により、人口の自然減が生じることを指し、地域の人口再生力が弱体化

している状態を指す。他方、地域論的過疎とは、人口減少によって地域の社会・経済的機

能が、停滞・低下した状態を指す。地域論的過疎は、さらに経済的過疎と社会的過疎とい

う二側面に分けることができる。前者は、労働力人口の減少により地域社会の経済活動が

低下し、資源利用の粗放化・利用放棄などが現れる状態を指す。後者は、人と世帯の減少

により社会生活が困難になる状態（コミュニティや家族の福祉機能、町内会の自治機能の

低下、など）を指す。渡辺は、人口論的過疎が進むことで地域論的過疎が進み、地域論的

過疎が進むことでさらに人口論的過疎が進む、という形で悪循環に陥っていくという過疎

のメカニズムを示している（図２）。 

第二に、過疎地域は人口減少・高齢化・経済活動の停滞・社会生活の困難化が相互に連

関して発生しているが、実際のところ住民はそれなりに充実した地域生活を送っておりす

ぐには消滅しない地域であるという立場である。言い換えれば、人口論的過疎が進行して

いても、地域論的過疎が問題化することなく（進行はしているかも知れない）存続してい

る地域ということである。地域が存続している理由としては、（１）70 歳代を超えても自

営業や農林漁業など近所の仕事場で元気に働き続けており、高齢者比率が高いというだけ

で集落存続の問題が生じないため （山下 2012: 28; 大江 2008）、（２）壮・中年層が、集

                                                  
3 1970 年代から 1990 年代初めにかけては、大都市部において公害問題が深刻になったこ

と、日本列島改造計画が推進されたことにともない、地方分権や産業・人口の地方都市へ

の再配置も計画された（下平尾 1996: 187-191; 松永 2012: 28-31）。 
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落近くの都市部に住みながら親世代の元を定期的に訪問しているため（例えば、田植えや

祭りなど集落が忙しい時期に通ってくることによって、集落が維持できている）（徳野 

2007）、といった理由が挙げられている。ただし、壮・中年層の集落外居住により、その子

世代（若年層）への地域の習慣や文化の継承が困難になっているとも指摘されている （新

沼 2009）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 過疎化の概念図（渡辺[1967]より作成） 

 

図２ 過疎化の概念図 

出典：渡辺（1967） 

 

これらを踏まえると、過疎地域は次のような特性と持つ地域といえる。つまり、人口減

少・高齢化などに由来する地域課題を抱えてはいるが、現時点で社会生活の困難さは深刻

化していない地域といえる。また、過疎地域では次の二つが課題だといえる。第一に、い

かに高齢者が健康を維持するか。第二に、若年層および壮・中年層（地域外居住者も含め）

と高齢層との関係をいかに絶やさないようにできるか、である。 

 

（２）災害復興とは 

 次に、災害復興概念を確認する。2000 年代前半までの災害の事例を踏まえ、災害復興概

念は次のように整理されている。つまり、「今後同じような外力が社会システムを襲ったさ

いに同様の被害を生じさせないようするため、ハードおよびソフトの対策をビルトインし

た社会を構築する」考え方である（大矢根 2006:195-196）。こうした災害復興を進める上で

注意すべき点が、三つ挙げられる。 

第一に、「被災地の地域的・歴史的・文化的諸特性を反映させて被災者の総意として発信

される構造」が重要（大矢根 2007:20）4ということである。被災地の地域的・歴史的・文

化的諸特性を反映させるという点からは、災害以前から続く過疎状態に由来する復興上の

課題の顕在化することに留意すべきと指摘できる。また、前項で見たように、過疎地域の

実態が、国が持つ過疎地域のイメージと合致していない可能性が高く、限られた予算で復

                                                  
4 こうした災害復興概念の背景となる事例が、阪神・淡路大震災後に起こった。阪神・淡

路大震災では、木造老朽家屋が倒壊・消失して多くの犠牲者が出たことから、耐震・耐火

性の強い鉄筋コンクリートの高層マンション群が建設されたが、家賃が払えない等の理由

から、震災前に住んでいた住民が戻れない地域が生じた。 
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興支援を行う中で、過疎地域は支援先としての優先順位を下げられる可能性がある。ゆえ

に、いかにして被災者が主体となり被災地の地域的・歴史的・文化的諸特性から地域の存

在意義を見出し、それを総意として発信していくかが、過疎地域における災害復興を考え

る上で重要といえる。 

第二に、防災のロジックと生活再建のロジックを組み合わせることが重要ということで

ある（吉川 2007: 73）。多くの津波被災地では、今回の津波の浸水地域に産業用地を設け

る土地利用計画を打ち出している。このため、沿岸部で働く住民にとっては、仕事を再開

する上で的確な防災対策を考えられるかが非常に重要となってくる。特に過疎地域では、

高齢層が仕事を継続できること（＝居住地の近くに職場があること）が、地域社会にとっ

て重要な存続要件となっている。このため、過疎地域における災害復興を考える場合、防

災のロジックと生活再建のロジックを組み合わせることが重要といえる。 

 

（３）過疎地域における災害復興を考える視点 

以上を踏まえ、過疎地域における災害復興を考える上で次の三つの視点が重要となる。

①防災のロジックと生活再建のロジックを組み合わせることが重要という視点である。②

災害以前から続く過疎状態に由来する復興上の課題が顕在化することに留意すべきという

視点である。③いかにして被災者が主体となり地域の存在意義を見出し、それを総意とし

て発信していくかという視点である。 

 

（４）過疎地域における災害復興を考える上での地域産業の重要性 

上述の三つの視点から過疎地域における災害復興を検討していく上で、地域産業5に注目

することは重要といえる。事例の検証に入る前に、地域産業が持つ特性や地域内での役割

を確認し、（３）で挙げた視点との関係性を指摘する。 

地域産業は、そこに含まれる企業や個人の特性によって特性が変わってくるものの、次

のような基本特性を持っている。第一に、地域資源（海洋資源、地域内ネットワーク、地

域イメージなど）を活用している点である（高橋 2006; 下平尾 1996）。第二に、一定の地

域に関連企業や従事者が集積している点である（高橋 2006; 下平尾 1996）。特に、第一の

基本特性からは、（３）の②災害以前から続く過疎状態に由来する復興上の課題を捉える上

で、地域産業への注目が重要な視点となることを指摘できる。また、（３）の①と関連して、

地域の資源を用いる以上、業種によってはどうしても津波への防災対策が必要な場所に立

地せざるを得ない場合もある6。 

                                                  
5 伊藤は、地域産業の定義は「かなり曖昧」としながらも、「地域社会にみる生活様式など

ヴァナキュラーな文化的特性にとけ込む」産業を地域産業としている。また、「（工業を中

心とした）地場産業や大企業の周辺に中小企業群を配置した大企業関連産業などにかぎっ

て地域産業としているわけでもない。広くとらえれば、商業やサービス業もまた…地域産

業である。」とも述べている（伊藤 2003: 39）。 
6 例えば、水産加工業には大きく分けて、水揚げされた魚介類そのものを小分けにするな

どの一次加工の工程と、一次加工が済んだものを味付けしたり缶詰にしたりする二次加工

の工程がある。一次加工の工程を担う工場は、残滓からどうしても悪臭と汚水が生じてし

まうため、居住地から遠く大規模な汚水処理施設の建てやすい沿岸部に立地せざるを得な

い場合が多い。 
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また、二つの基本特性が基となり、地域産業は立地する地域社会において、次のような

役割を持つことが多い。企業間や従事者間に単なる取引関係だけでなく、特定の技術に関

する議論等、イノベーションにつながるような関係構築を促す役割である（Storper 1997: 

21）。こうした役割は、（３）の③と関連して、イノベーションにつながるような関係を上

手く活用することで、被災者主体の総意創出に寄与すると考えられる。また、イノベーシ

ョンに関わる仕事に携わるという生きがいを見出し、その地域に住み続ける動機づけにも

つながる。 

 

３．東日本大震災前後の大槌町の状況 

 

以降では、２．（３）で挙げた三つの視点を基に、事例を検証していく。本節ではまず、

震災前後の大槌町の状況を確認する。 

 

（１）東日本大震災以前の状況 

大槌町は、岩手県沿岸の中部に位置する。平地は非常に少なく、2010 年時点で、町の総

面積 200.59 ㎢のうち可住地面積はわずか 12％ほどであり、その他はほとんどが森林である

（総務省統計局「地域別統計データベース」より）。町内沿岸部の行政区のおおまかな配置

は図３の通りである。大槌町はリアス式海岸を有することから、大きな津波が何度も来襲

してきた（表２）。このため、大槌町では毎年３月に総合防災訓練を実施しており、一部の

地区（安渡地区、吉里吉里地区、桜木町）では、独自にハザードマップを作成するなど、

熱心に地域防災活動に取り組んでいた7。第１節で述べたように、水産業への注目が高まる

中、その生産基盤整備に向け、日本では 1950 年に「漁港法」が制定される。それを基に策

定された「第１次漁港整備計画」が、1951 年に国会で承認され、埋め立てや防波堤建設と

いった事業が日本全国で実施されていく。岩手県では、15 港が整備の対象となった。特に

大槌港は、15 港内でも圧倒的に埋め立て面積が多かった（15 港平均 5 万 5030m³であるの

に対し、大槌港は 40 万 4000m³）（岩手県林業水産部漁港課 1982）。その後も、漁港整備計

画は何度も策定され、継続的な埋め立てと漁港整備が行われていった。 

 大槌町では、1950 年代から 1970 年代末までの約 30 年間に、大槌川河口を中心に埋め立

てを行った。初めは、1950 年代から 1960 年代にかけ、町方地区および安渡地区の沿岸部

を埋め立てていった（現在の須賀町、新町、港町、新港町）。その後、1970 年代には、赤

浜地区の沿岸部を埋め立てていった（大槌町 1971）。 

 埋め立てた土地には、住宅用地が現在の須賀町、新町、新港町に、1960 年代には造成・

分譲され始める（大槌町 1971）。そして 1970 年代半ば以降は、岩手県による水産業の近代

化や水産物の加工・流通拠点の形成を目指した事業の中で、魚市場や水産加工場など大規

模な水産業関連施設が現在の港町、赤浜地区沿岸部に建設・誘致され始める（岩手県 1988）。

1980 年代に入ると、水産業に関わる研究施設や公共施設、観光施設が建設されていく。特

に、1991 年に「第 17 回全国豊かな海づくり大会」（1997 年開催）が大槌町において開催さ

れることが決定されて以降は、現在の新港町沿岸部に、大会会場として公共施設が急ピッ

                                                  
7 ただし、町外への通勤者の増加などにより、訓練や地域防災活動への参加者は年々減少

傾向にあった。 



津波被災地域における地域産業の復興課題（野坂） 

7 
 

チで建設されていった。また、家屋の老朽化に伴い 1980 年代後半から 1990 年代にかけて、

1960 年代に分譲された住宅用地に住宅が新築されていった。同時に、こうした住宅地や施

設を津波や高潮から守るために、高い防潮堤（6.4ｍ）が建設されていった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

表２ 明治以降の主な津波災害での大槌町における被害状況 

 明治三陸津波 

（1896 年） 

昭和三陸津波 

（1933 年） 

チリ地震津波 

（1960 年） 

流出全壊（全壊率8） 684 戸（57.4％） 483 戸（55.5％） 30 戸 

死者数（死者率9） 600 人（9.2％） 61 人（0.5％） 0 人 

出典：水谷（2012） 

 

以上のように、震災以前の大槌町においては、埋立地の開発を中心にした水産業に関わ

る地域開発が、地域発展戦略において常に重要なトピックであり続けてきたことがわかる。

その地域開発の舞台（特に、産業振興に関わる面）は主に安渡地区の低地であり、地域産

業に関する議論を追っていく上で、安渡地区に注目することが非常に重要といえる。また、

大槌町における地域発展の経緯の中で特徴的なことは、水産業にとって中核的な位置づけ

である漁業が全国的に衰退し始めた 1980 年代以降も、1990 年代後半まで、基本的に行き

                                                  
8 全壊した住家の戸数が津波前の全住家の戸数に占める割合。 
9 死者数が津波前の人口数に占める割合。 

図３ 大槌町内各地区のおおよその位置 

（googlemap に追記して作成） 

安渡、港町、

新港町 
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詰まることなく埋立地の開発が進んでいったことである。こうした中で、震災後の感覚か

らすれば、防災のロジックと地域発展のロジック（＝平時における生活再建）との縫合が

どうしても必要となる土地利用形態が進んでいったと考えられる。 

しかし、人口は、漁業不振（図４）および隣接する釜石市に立地する新日鉄釜石工場の

大型工場の操業休止（1980 年）にともない、1980 年にピーク（21,292 人）を迎えると、そ

の後は緩やかに人口減少・高齢化が進んでいた（関 2013）（図５）。特に、かつて漁業で発

展し、震災直前も大槌港の港湾施設や水産加工場が多く立地していた安渡地区の高齢者比

率は町内でも際立って高く、2010 年時点において大槌町全体で 32％であるのに対し、安渡

地区は 43％となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大槌町の地域産業は、水産業といえる。その多くが水産加工業と考えられる大槌町の食

品製造業は、2010 年時点で 679 名の就業者数を抱えており（2010 年 岩手県工業統計調査

報告書）、「平成 22 年国勢調査」で示されている 2010 年時点の大槌町における漁業者数 326

図５ 大槌町における人口数と高齢者比率の推移 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

図４ 漁業者数（人）・割合の推移 

出典：総務省統計局「国勢調査」 
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名と合わせると、2010 年時点の 15 歳以上就業者数の 15.1%になる。この他に、運輸業や

資材製造業、造船業に従事する者も多く、水産業関連の仕事に従事する者の数はさらに多

くなるであろう。大槌町内の事業所で勤務する全従業者数（公務を除く）の 47.5%が、安

渡地区の低地、小鎚地区、大槌地区で従業していた（経済産業省「2009 年経済センサス基

礎調査」より）。2010 年時点の住宅地図を見ると、これらの地区の低地部には、水産加工

場、電機工事・造船関係事業所、港湾施設、商店街が多く集積していたことがわかる。こ

のように、大槌町町内では、水産業と商店業に多くの住民が従事していると同時に、それ

らの事業所の多くが特定の地区に集積していることから、上記二つの産業が、大槌町にお

ける地域産業と考えられる。他方、大槌町は隣接する釜石市のベッドタウンとしての要素

も大きく、大槌町に住む就業者の 37.0%が他市区町村で従業していることにも注意が必要

である（総務省統計局「平成 22 年国勢調査」より）。 

大槌町における水産業の就業者数は、その割合を数値だけで見ると、15 歳以上の就業者

数に占める割合は、２割にも満たない。しかし、町内の各世帯における生活構造を見ると、

表３のように、家族の誰かが水産業に関わることで、一見零細で持続不可能に見える自営

業やパートタイムの仕事を上手く組み合わせることにより家計が成立していたことが予想

される。例えば、養殖漁業を営むＡ氏の世帯は、両親が主な収入源として年金を受給しな

がら、副業として沿岸漁業でウニなどを取ったり、水揚げ後の一次加工の工程でＡ氏の養

殖漁業を手伝ったりなどして家計を維持していた。また、水産加工場でパートタイマーと

して働きながら家事をこなすＤ氏やＥ氏のように、女性を中心にした壮・中年層の住民が、

零細ながらも職住近接のパートタイムの仕事に就きながら親世代や子世代の面倒を見るこ

とで、高齢層の健康維持や若年層育成に関与していたことが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３ 震災前の安渡地区における生活構造のモデル（水産業従事者が家族にいる世帯）

養殖漁業のＡ氏（男性）、会社員のＢ氏・Ｃ氏（男性）、 

水産加工場で働くＤ氏・Ｅ氏（女性）への聞き取りより作成 

（聞き取りは、2012 年 11 月～2013 年 2 月にかけて実施） 
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（２）被害状況 

こうした中で、東日本大震災により発生した津波が大槌町を襲い、多くの人的・物的被

害が生じた（表４、表５）。大槌町における死者・行方不明者の人口比率 8.4%は県内一の

比率である。全被災自治体の中でも、宮城県女川町の 8.7%に次ぐ（麥倉 2013）。特に安渡

地区は、町全体と比較しても人口に占める死者・行方不明者の割合が高い。事業所への被

害も大きく、2010 年 3 月 11 日時点の大槌商工会会員 442 のうち、387 が被災した（87.6%）。

被災した会員のうち、2013 年１月１日時点で 128 が廃業した（33.1%）。 

 

 

大槌町全体 安渡地区 

死者・行方不明者 
（2010 年国勢調査の人口に対する割合）

1,286 人 
（8.4％） 

（うち、関連死者 50 人）
（うち、消防団員 16 人、
婦人消防協力隊員 15 人）

218 人 
（11.2％） 

（うち、高齢者
60％） 

倒壊家屋数 
（2010 年国勢調査の世帯数に対する割

合） 

3,717 棟 
（65.3％） 

535 棟 
（64.9%） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）復興状況 

 大槌町では、表６のような経緯で復興計画を策定・事業化していった。まず、2011 年４

月１日に災害復興室を立ち上げ、復興に関する業務を執り行う部署を設置した。その後、

５月 31 日に震災復興計画準備室を立ち上げ、震災復興基本方針、震災復興構想、震災復興

計画の策定準備のための庁内検討会議を開催していった。そして、６月９日には震災復興

計画準備委員会を立ち上げ、震災復興基本方針、震災復興構想、震災復興計画を審査審議

する委員会を開催していった。８月 28 日に、津波により亡くなった前町長に代わり、碇川

現町長が就任すると、復興に向けた動きは本格化していく。９月 30 日には復興基本方針を

策定し、10 月 10 日には地域復興協議会（全体会）を開催し住民へ津波防御の方針を説明

した。そして 10 月 16 日から 11 月 26 日にかけて、２週間に一度のペースで地域復興協議

会を各地区で開催し、町から住民へ直接、津波防御の方針や地域別の復興計画案を説明し

ていった。12 月 26 日には「大槌町東日本大震災津波復興計画（基本計画）」が策定され、

出典：大槌町全体：岩手県総合防災室資料（2013 年 9 月 30 日時点）、安渡地区：第２回

安渡町内会防災計画づくり検討会配布資料（2012 年 7 月 29 日）、消防団・婦人

消防協力隊の死者行方不明者数：大槌町消防団への聞き取り（2013 年 9 月 4 日）

表４ 大槌町および安渡地区における被害概要 

表５ 大槌町における漁業への被害と再開状況 

出典：農林水産省（2013）より 
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2012 年５月には 2013 年度までの実施計画として「大槌町東日本大震災津波復興計画実施

計画（第１期 復旧期）」（以下、「実施計画」）が策定された。2012 年度中は、復興まちづ

くり事業（防災集団移転促進事業、土地区画整理事業、津波復興拠点整備事業、漁業集落

防災機能強化事業）の内容と進捗状況を町から住民へ説明する懇談会を、町外および町内

各地区にて実施していった。2013 年度末現在、来年度から実施される第２期実施計画の策

定と、基本計画改定に向け、各地区で二度目の復興協議会が順次開催されている。 

 

 

 

  

各地区における復興の基本的な方針は、2011 年８月末の碇川町長就任から 11 月末まで

の３か月という短期の間にほぼ形作られた。この間、住民を主体とした復興に関する議論

が十分に行われたかというと、疑問を投げかける意見がある。例えば、当時の地域復興協

議会の様子を見聞した吉川（2012: 33-35）は、県から提示された防潮堤の高さに関する議

論について、「地域復興協議会に参加した一部住民や『大槌町復興まちづくり創造懇談会』

の専門家からは、防潮堤の高さに対する反対意見や、観光(景観)面、医療健康面からの問

題が指摘されていた。それにも関わらず、結果的には不問に付され、…地域住民とじっく

り議論することもなく決められた」と評価している。安渡地区の住民であるＡ氏やＢ氏か

らも、「復興計画について何を言っても変わらない」といった意見が、仕事の再開状況を尋

ねる中で聞かれた（2012 年３月、A 氏および B 氏への聞き取りより）。第２節．（３）で挙

げたの視点③「いかにして被災者が主体となり地域の存在意義を見出し、それを総意とし

て発信していくか」からすれば、復興まちづくりの議論の進め方に課題が残ることが指摘

できる。 

 

 

 

安渡地区では、実施計画の中で、図６のような土地利用計画が示された。つまり、（Ⅰ）

より高い防潮堤の建設、（Ⅱ）防災集団移転促進事業、（Ⅲ）区画整理事業という三つの事

業が行われる計画になっている。（Ⅰ）は多重防御の一環として、震災以前は 6.4m だった

防潮堤を 14.5m まで高くしようという事業である。新しい防潮堤にゲートは設置せず、ス

ロープによって越えられる形状にする計画となっている。（Ⅱ）では災害危険区域を非常に

広大な産業用地にする計画が示されている。 

水産業の分野では、復興や生活再建に向け早期から主体的に動く層があったが、そうし

た層の主体性を中心にして総意を形成する仕組みを、上手く構築できずにこれまで推移し

ている。例えば、震災から約４か月後の７月末、漁協組合員のＦ氏を先頭に、ワカメの種

付けが行われた。安渡地区全体で船が４隻（サッパ船を除けば１隻のみ）しか残らなかっ

た中で養殖漁業を再開したＦ氏の動きは、当時の水産業再開に向けた動きを見る中で非常

に重要と言えよう。F 氏はこの動きを評価され、漁協で責任ある立場を与えられた。しか

し、責任ある立場についたことで、F 氏は自分の生活再建のために費やす労力や時間が減

少した。悩んだ末、F 氏は与えられた立場を返上するに至った（2012 年８月、Ｆ氏への聞

き取りより）。 

表６ 大槌町における復興計画 

出典：大槌町ホームページ（2014 年１月 15 日閲覧）
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水産業の復興状況についてもう少し詳しく見ておく。まず、漁業者の再開状況を見る。

（２）の表５で示した漁業経営体数だけを見れば、2012 年度までに 80％が再開しているよ

うに見えるが、実際はそうではない。漁協の組合員数の変化を見ると、組合員数が減少し

ている。震災前 859 人10だった組合員は、2012 年初めの漁協再編11直前には約 800 人に減

っており、再編を通じ 2012 年 11 月末時点で 280 人までさらに減少している。特に、本業

として漁業を営む人が多い養殖漁業の組合員数（延べ数）を見ると、震災直前に 123 人だ

った組合員数が、2012 年 12 月末時点で 55 人まで減少している。このように、漁業におい

ては、震災後の過程を通じ廃業者が増加していることが読み取れる。次に、水産加工業の

状況を見る。かつて安渡地区の低地にあった大規模な水産加工場の多くは、釜石市の内陸

部へ移転しながらも、本設の工場で事業を再開した。しかし、どの加工場においても従業

                                                  
10 ただし、本業として漁業を行っていた組合員は、約 320 人ほどであるという（2012 年８

月、おおつち漁協組合員 G 氏への聞き取りより）。 
11 震災前、大槌漁業協同組合（旧漁協）は５億円前後の債務を抱えていた（ただし、震災

以前に返済計画はすでに作成されており、2011 年から 4-5 年で返済を完了する予定だった

という（2012 年８月、G 氏への聞き取りより）。東日本大震災後には震災前の負債と合わ

せて約 11 億円の負債を抱えることになった旧漁協は、2012 年１月 13 日に自主解散を決定

した。 

出典：第２回安渡地域復興まちづくり懇談会配布資料に太枠部分を加筆 

図６ 安渡地区の土地利用計画案 
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員は募集定員の８割程度しか集まっていない状況であるという（2012 年 11 月、Ｄ氏への

聞き取り、2013 年 12 月、Ｈ氏への聞き取りより）。小さな水産加工場も含め、町内の小規

模な事業所が多く加入する大槌町商工会の会員は 2012年 12月時点で 325であるのに対し、

大槌町で再開した事業所は 188 軒（震災前の 24.0%12）であることから、事業再開を望みな

がらも再開できていない事業者が多いことが予想される。 

 

４．大槌町の水産業が持つ復興課題とその背景 

  

以上の状況を基に、大槌町の水産業が持つ復興課題を挙げ、その背景を考察していく。 

 大槌町の水産業が持つ復興課題は三つあると考えられる。第一に、廃業者が増加してい

ることである。これは、漁業において特に見られた課題である。第二に、事業再開を望み

ながらも再開できていない事業者が多いことである。これは、小さな水産加工場において

起こっていると予想される課題である。第三に、事業を再開したとしても従業員が集まら

ず、望み通りの事業展開がしにくいことである。これは、大規模な水産加工場において見

られた課題である。 

 これらの課題が生じている背景には、非常に多くの理由が考えられるが、特に重要な理

由は、従事者の犠牲が非常に大きかった、そうでなかったとしても従事者の家族の犠牲が

非常に大きかったからである。さらに、従事者あるいはその家族の犠牲がなかったとして

も、十分な防災対策がなされずに、従事者やその家族が低地で働くことへのトラウマを抱

えたままでいると、同じような状況が生じてくるであろう。第３節（１）の表３で見たよ

うに、安渡地区の漁業や小さな加工場は家族経営が多く、家族が一人でも欠けてしまうと

労働力不足となり休廃業せざるを得なくなる13。また、零細な仕事を組み合わせて成り立

つ家計のあり方も見直さざるを得なくなる。こうした経緯で、廃業者や再開できずにいる

事業所が多いこと、大規模な加工場が低地で事業を再開したとしても従業員が集まらない
14ことが生じているのではないかと指摘できる。つまり、少しでも犠牲者が出てしまうこ

とが、過疎地域に多い零細な事業体（漁業も含まれる）と、それを組み合わせて成り立つ

家庭にとっては、予想以上の痛手となりうるのである。 

では、犠牲者が多くなった背景にはどのようなことがあるか。安渡地区では、2012 年６

月よりほぼ月１回の頻度で、町内会を中心に、地区の防災計画を見直す検討会（安渡地区

津波防災計画づくり検討会）が実施されている。この検討会では、東日本大震災前後の住

民の防災意識や地域の支援体制、避難行動や避難生活における課題と改善点が、実体験を

基に毎回深く議論されている。そうした議論を整理していくと、防災対策上の課題が、震

                                                  
12 「経済センサス基礎調査」（2009 年実施）と、「経済センサス活動調査」（2012 年実施）

との比較より。 
13 Ｆ氏によれば、震災後、漁業の再開を漁協組合員（17 名）に打診する中で、周囲の漁業

者が休廃業せざるを得なくなっている大きな理由の一つとして、こうした状況を聞いたと

いう（2012 年８月、F 氏への聞き取りより）。 
14 震災前は町内の加工場で、現在は釜石市の高台に再建した加工場で働く D 氏に、町内の

低地に加工場ができた場合そこで働きたいかどうかを尋ねたところ、「子どももいるので、

町内で働くことに魅力を感じるが、安全対策が徹底できなければ働きたくない」という回

答が返ってきた（2012 年 11 月、D 氏への聞き取りより）。 
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災前の地域発展の状況と深く結びついてくる。多くの犠牲者やトラウマを抱える者が生じ

た背景として、避難所運営の困難さから来る避難生活の厳しさ（特に３月 11 日当日）や、

避難行動時に被災した、もしくは危険な目に遭ったことが挙げられている。さらに、避難

所運営が困難になった背景として、地域の中核メンバーの犠牲が多かったことがあり、さ

らにその背景には少子高齢化に伴う要援護者の多さ、要援護者の数に対して中核メンバー

の多くが受け持つ支援の役割を行う者が少なかったことが挙げられている。支援者不足の

背景には、町内の産業の衰退により、釜石市など町外で勤務する住民が多く、発災当時安

渡地区に支援者がいられなかったことがある。そして、こうして生じた休廃業は、高齢層

にとって生きがいとしての仕事を奪うことにつながり15、さらなる要援護者の増加とそれ

にともなう支援者の負担増につながっていく。このように、生活再建上の課題が、防災上

の課題を通じて、震災以前の地域問題や住民の生活実態にまでリンクしていく（図７）。 

 ところで、高台に移転した加工場においても、なぜ従業員が集まらないのか。移転によ

り職住近接の生活スタイルが崩れてしまっていることへの不満があると考えられる。釜石

市の高台に再建した加工場で働くＤ氏は、「もともと、自宅から近い職場に勤め始めたのは、

病気の母を介助するためだった。母が亡くなった後は、育児と仕事両立させるために加工

場に勤め始めた。家族に何かあったさいにすぐ家に戻れるのは、すごく安心できる。しか

し今は帰宅時間も遅い。」と述べている（2012 年 11 月、D 氏への聞き取りより）。防災の

ロジックを重視したとしても、住民の生活実態に合った生活再建につながる産業配置でな

ければ、事業所の再建は難しいといえる。 

 

５．結論 

 

 以上より、復興課題の背景の検証から、第２節（３）で挙げた三つの視点が、過疎地域

における災害復興を考える上で重要となる視点であることが分かる。 

①防災のロジックと生活再建のロジックを上手く組み合わせることが重要という視点に

ついては、少しでも犠牲者が出てしまうこと（＝防災対策の不十分さ）が、過疎地域に多

い零細な事業体（漁業も含まれる）と、それを組み合わせて成り立つ家庭にとっては大き

な痛手となり、休廃業を招くこと（＝生活再建の停滞）から、その重要性を指摘できる。

しかし同時に、大規模な水産加工場の例で見たように、防災のロジックを重視したとして

も、住民の生活実態に合った生活再建につながる産業配置でなければ、事業所の再建は難

しい。 

②災害以前から続く過疎状態に由来する復興上の課題が顕在化することに留意すべきと

いう視点については、図７で見たように、事業の休廃業など生活再建上の課題が、犠牲者

の拡大等防災上の課題を通じて、高齢化にともなう要援護者の増加や経済停滞にともなう

町外での支援者の就労等の、震災以前の地域問題や住民の生活実態にまでリンクしていく。

このため、この視点の重要性を指摘できる。 

 
                                                  
15 2011 年４月から５月にかけて全戸家庭訪問を実施した保健師らは、「いろんな家庭で、

特に男性から…震災で休職になり昼に飲むようになった、これくらいしか楽しみがないの

で飲むようになった、先の見通しができず飲む量が増えてきた等、飲酒する機会が増えて

いることがうかがわれた」と報告している（村嶋・鈴木・岡本 2012: 140）。 
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図７ 安渡における震災以前⇒避難行動⇒避難生活⇒復旧・復興の災害サイクル 

（野坂 2013 より抜粋） 
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①、②の視点から分かるように、防災のロジックと生活再建のロジックをどのように組

み合わせれば適切かは、地域によって、時代によって、住民層によって異なっている（例

えば、基本的に行き詰まることなく埋立地の開発が進んでいた 1990 年代までは、防災のロ

ジックを真剣に考えられる者は少なかったであろう）。また、震災以前から続く過疎状態に

由来する復興上の課題がどのような形で顕在化するのか、およびそうした課題にどのよう

な形で対処できるのかも、同じように、地域によって、時代によって、住民層によって異

なる。このため、やはり被災者が主体となり、一定の空間的ないし組織的範囲の中での総

意として防災のロジックと生活再建のロジックの組み合わせ方や、復興課題への対応方法

を判断し、発信していくことが重要といえる。しかし、大槌町におけるこれまでの復興過

程（第３節（３）で挙げた、A 氏および B 氏の認識、F 氏の例など）では、住民が主体と

なって復興や自身の生活再建に取り組める環境整備が十分にできていないことがうかがえ

る。 

今後は、復興課題を緩和している要素や仕組みを探求する視点から、本稿で挙げたよう

な復興課題への対応方法も検討していく予定である。 
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